
財 務 諸 表 に 対 す る 注 記 

 

１ 重要な会計方針 

  土地改良区会計基準（平成31年２月14日付け30農振第2938号、農林水産省農村振興局長通知）を採用し

ている。 

（１）資産の評価基準及び評価方法 

  取得価格が不明な一部資産の評価に当たっては次によっている。 

  山林、宅地及びその従物・・・・固定資産税課税評価額による。 

  土地改良施設用地等・・・・・・令和６年度固定資産税課税評価額によることとし、非課税用地のうち平 

                成29年度以前に取得した用地並びに国営農地再編整備事業妹背牛地区によ 

                る換地処分（普通・創設）により取得した用地は、１円の備忘価格とする。 

                 尚、道営農地整備事業妹背牛東地区以降の採択地区で取得した用地につ 

                いては、土地改良財産台帳による価格とする。 

  所有土地改良施設・・・・・・・①土地改良財産台帳に登載されている造成価格から減価償却累計額を控 

                 除した価格とする。 

                 ②補償工事及び災害復旧工事で造成された施設については、新設と同様 

                 の扱いで造成された施設は、一般的な事業の負担割合を用いている。 

  受託土地改良施設使用収益権・・①土地改良財産台帳に登載されている造成価格に土地改良区が負担した 

                 割合を乗じ、減価償却累計額を控除した価格とする。 

                 ②補償工事及び災害復旧工事で造成された施設については、新設と同様 

                 の扱いで造成された施設は、一般的な事業の負担割合を用いている。 

（２）有価証券の評価基準及び評価方法 

  満期保有目的の債券・・・・・・取得価格による。 

（３）貯蔵品の評価基準及び評価方法 

  該当事項なし 

（４）固定資産の減価償却の方法 

  ①土地改良施設等の減価償却の方法 

   定額法による減価償却を平成29年度より実施している。 

   過年度分について経過期間に応じた減価償却累計額を求めている。 

   なお、耐用年数については、農林水産省「土地改良事業における経済効果の測定に必要な諸係数につい 

  て」の標準耐用年数を用いている。また、貸借対照表価額は直接法による。 

  ②その他固定資産の減価償却の方法 

   定額法による減価償却を平成29年度より実施している。 

   過年度分について経過期間に応じた減価償却累計額を求めている。 

   なお、耐用年数については、「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」（昭和40年大蔵省令第15号）の 

  耐用年数を用いている。また、貸借対照表価額は直接法による。 

（５）繰延資産の減価償却の方法 

  該当事項なし 

（６）引当金の計上基準 

  職員退職給付引当金・・・・・・職員の退職給付に備えるため、期末退職給与の自己都合要支給額に相当 

                する金額を計上している。 

 

                 なお、退職手当債務は職員退職手当給付金規程に基づいて計上している。 

  役員退任慰労引当金・・・・・・役員の退任慰労金の支給に備えるため、規程に基づく期末要支給額を計 

                上している。 

                 なお、退任慰労金債務は役員等の報酬、費用弁償に関する規程に基づい 

                て計上している。 

（７）積立金の計上基準 

  財政調整積立資産・・・・・・・年度間の財源不均衡の調整に充てるための額を積み立てている。 

  職員退職給付引当積立資産・・・職員の退職給付に備えるため、積立金規程に基づき積み立てている。 

  役員退任慰労金積立資産・・・・役員の退任慰労金の支給に備えるため、積立金規程に基づき積み立てて 

                いる。 

  転用決済金積立資産・・・・・・地区除外に伴い受領した決済金について、決済が行われた翌年度以降の 

                土地改良事業費に充当するため、積立金規程に基づき積み立てている。 

  土地改良事業償還準備金積立資産・・土地改良事業に係る公庫資金並びに長期借入金の償還に備えるため、積 

                立金規程に基づき積み立てている。 

  建物等更新積立資産・・・・・・建物等の更新に備えるため、積立金規程に基づき積み立てている。 

  中心経営体農地集積促進事業積立資産・・中心経営体農地集積促進事業の円滑な実施を図るため、積立金規程に基 

                づき積み立てている。 

（８）リース取引の処理方法 

  ファイナンス・リース取引・・・リース契約１件当たり 300万円以下のリース取引は通常の賃貸借取引に 

                係る方法に準じた会計処理を行っている。 

（９）消費税等の会計処理 

  消費税等の会計処理については、税込方式による。 

 

２ 重要な会計方針の変更 

（１）会計処理の原則又は手続の変更 

  所有土地改良施設及び受託土地改良施設使用収益権は、土地改良区会計基準第２の４に基づき、譲与の場

合は負担額を含めた事業費総額とし、管理を受託した場合は土地改良区が負担した金額としている。 

（２）表示方法の変更 

  該当事項なし 

 

３ 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高 

  基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 

（単位：円） 

科    目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 
 
基本財産 

 山林、宅地及びその従物 

 備荒積立金 

 事業積立金 

 基本財産有価証券 
 

 
 

20,234,276 

240,673,590 

285,471,529 

- 
 

 
 

 

194,626 

871,009 

150,000,000 
 

 
 

3,414,310 

 

150,000,000 

 
 

 
 

16,819,966 

240,868,216 

136,342,538 

150,000,000 
 

小    計 546,379,395 151,065,635 153,414,310 544,030,720 



 
特定資産 

 所有土地改良施設 

 土地改良施設用地等 

 受託土地改良施設使用収益権 

 財政調整積立資産 

 職員退職給付引当積立資産 

 役員退任慰労金積立資産 

 転用決済金積立資産 

 土地改良事業償還準備金積立資産 

 建物等更新積立資産 

 中心経営体農地集積促進事業 

            積立資産 
 

 
 

19,481,513,148 

21,992,606 

390,669,140 

40,366,092 

108,151,590 

1,303,125 

107,078,411 

372,707,724 

41,956,571 

 

767,929 
 

 
 

963,025,838 

837,768 

 

12,124,616 

8,548,751 

1,737,500 

6,292,534 

20,293,551 

20,043,527 

 

986,017 
 

 
 

877,420,811 

4 

19,122,979 

 

21,560,492 

 

1,561,216 

 

1,765,060 

 

 
 

 
 

19,567,118,175 

22,830,370 

371,546,161 

52,490,708 

95,139,849 

3,040,625 

111,809,729 

393,001,275 

60,235,038 

 

1,753,946 
 

小    計 20,566,506,336 1,033,890,102 921,430,562 20,678,965,876 

合    計 21,112,885,731 1,184,955,737 1,074,844,872 21,222,996,596 

 

４ 基本財産及び特定資産の財源等の内訳 

  基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 

（単位：円） 

科    目 当期末残高 
うち指定正 
味財産から 

の充当額 

うち一般正 
味財産から 

の充当額 

うち負債に 
対応する額 

 
基本財産 

 山林、宅地及びその従物 

 備荒積立金 

 事業積立金 

 基本財産有価証券 
 

 
 

16,819,966 

240,868,216 

136,342,538 

150,000,000 
 

 
 

 

 

 

 
 

 
 

16,819,966 

240,868,216 

136,342,538 

150,000,000 
 

 

小    計 544,030,720  544,030,720  

 
特定資産 

 所有土地改良施設 

 土地改良施設用地等 

 受託土地改良施設使用収益権 

 財政調整積立資産 

 職員退職給付引当積立資産 

 役員退任慰労金積立資産 

 転用決済金積立資産 

 土地改良事業償還準備金積立資産 

 建物等更新積立資産 

 中心経営体農地集積促進事業 

            積立資産 
 

 
 

19,567,118,175 

22,830,370 

371,546,161 

52,490,708 

95,139,849 

3,040,625 

111,809,729 

393,001,275 

60,235,038 

 

1,753,946 
 

 
 

16,864,760,191 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

2,702,357,984 

22,830,370 

371,546,161 

52,490,708 

 

 

111,809,729 

393,001,275 

60,235,038 

 

1,753,946 
 

 
 

 

 

 

 

95,139,849 

3,040,625 

 

 

 

 

 
 

小    計 20,678,965,876 16,864,760,191 3,716,025,211 98,180,474 

合    計 21,222,996,596 16,864,760,191 4,260,055,931 98,180,474 

 

 

５ 担保に供している資産 

  該当事項なし 

 

６ 固定資産等の取得価額、減価償却累計額、当期売却・除却額及び当期末残高 

（１）固定資産の取得価額、減価償却累計額、当期売却・除却額及び当期未残高は、次のとおりである。 

（単位：円） 

科   目 取得価格 
減価償却 
累計額 

当期売却・ 
除却額 

当期末残高 
(当期減価 
償却費) 

備考 

 
建 物 

 

車両運搬具 

 

器具備品 

 

 

リース資産 

 

 

ソフトウェア 

 
 

 
99,612,000  

 

21,372,844  

 

28,857,765  

(890,560) 

 

4,037,440  

(4,774,680) 

 

1,535,430  

(420,120) 
 

 
89,498,710  

 

18,198,125  

 

21,634,750  

(890,555) 

 

740,181  

(3,978,900) 

 

1,051,677  

(420,120) 
 

 
 

 

 

 

 

(5) 

 

 

(795,780) 

 

 

(0) 
 

 
10,113,290  

 

3,174,719  

 

7,223,015  

(0) 

 

3,297,259  

(0) 

 

483,753  

(0) 
 

 
775,399  

 

2,012,123  

 

1,832,665  

(0) 

 

740,181  

(66,315) 

 

108,597  

(0) 
 

 

合   計 
155,415,479  

(6,085,360) 

131,123,443  

(5,289,575) 

  

(795,785) 

24,292,036  

(0) 

5,468,965  

(66,315) 
 

 ※ 当期売却・除却に関する額を外数で( )書きする。 

（２）所有土地改良施設及び受託土地改良施設使用収益権の取得価額、減価償却累計額及び当期未残高は、次

のとおりである。 

  ①所有土地改良施設 

（単位：円） 

科   目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 当期減価償却費 
 

所有土地改良施設 

 

 

 

 

 
 

 
総額 

37,223,947,567 

(内訳) 

改  6,136,707,103 

 国･道等 

 31,087,240,464 
 

 
総額 

17,656,829,392 

(内訳) 

改  3,434,349,119 

 国･道等 

 14,222,480,273 
 

 
総額 

19,567,118,175 

(内訳) 

改  2,702,357,984 

 国･道等 

 16,864,760,191 
 

 
総額 

877,420,811 

(内訳) 

改   140,982,076 

 国･道等 

   736,438,735 
 

合   計 37,223,947,567 17,656,829,392 19,567,118,175 877,420,811 

 (注)所有土地改良施設の貸借対照表の取得価額は、総額を計上する。 

   国、道等については、まとめて記載しても差し支えない。 

 

 

 

 

 

 



  ②受託土地改良施設使用収益権 

（単位：円） 

科   目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 当期減価償却費 
 
受託土地改良施設 

使用収益権 

 

 

 

 
 

 
総額 

13,006,387,216 

(内訳) 

改  765,883,059 

国 12,150,444,075 

道   90,060,082 
 

 
総額 

6,710,296,882 

(内訳) 

改  394,336,898 

国 6,246,145,306 

道   69,814,678 
 

 
総額 

6,296,090,334 

(内訳) 

改  371,546,161 

国 5,904,298,769 

道   20,245,404 
 

 
総額 

323,995,034 

(内訳) 

改   19,122,979 

国  302,883,389 

道   1,988,666 
 

合   計 13,006,387,216 6,710,296,882 6,296,090,334 323,995,034 

 (注)受託土地改良施設使用収益権の貸借対照表の取得価額は、土地改良区の自己負担額を計上する。 

   国、道等については、まとめて記載しても差し支えない。 

（３）土地改良施設建設仮勘定に係る補助金相当額 

  該当事項なし 

 

７ 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 

  満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。 

（単位：円） 

科    目 帳簿価額 時  価 評価損益 
 

北海道（５年） 

令和６年度第２回公募公債 
 

150,000,000  146,610,000  △ 3,390,000  

合    計 150,000,000  146,610,000  △ 3,390,000  

 

８ 受取補助金及び受取助成金の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高 

  受取補助金及び受取助成金の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。 

（単位：円） 

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 
貸借対照表上 
の記載区分 

 水利施設管理強化 

      事業補助金 

深川市 

外２ 
0 17,193,000 17,193,000 0 一般正味財産 

 高度土地利用調整 

      事業補助金 
北海道 0 1,650,000 1,650,000 0 一般正味財産 

 中心経営体農地集積 

    促進事業補助金 
北海道 0 13,408,687 13,408,687 0 一般正味財産 

 経営体育成促進換地等 

    調整事業補助金 
北海道 0 1,947,000 1,947,000 0 一般正味財産 

 受取補助金(施設用) 北海道 46,698,865 0 7,822,150 38,876,715 指定正味財産 

合   計  46,698,865 34,198,687 42,020,837 38,876,715  

 

９ 換地清算金徴収金の当期徴収額、換地清算金交付金の当期支払額並びにこれら清算金の当期残高 

   該当事項なし 

10 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳 

                                    （単位：円） 

内           容 金  額 
 
経常収入への振替額 

 減価償却費計上による振替額（所有土地改良施設受贈益） 

 減価償却費計上による振替額(受取補助金) 
 

 
 

728,616,585  

7,822,150  
 

合           計 736,438,735  

 

11 関連当事者との取引の内容 

  該当事項なし 

 

12 重要な後発事象 

  該当事項なし 

 

13 公庫資金等借入金及びその他の長期借入金に係る固定負債の内訳 

（１）公庫資金等長期借入金 

  当事業年度末において貸借対照表に計上されている公庫資金等長期借入金は、以下のとおり。 

                                           （単位：円） 

整
理
番
号 

事 

業 

名 

借入先 

借
入
年
月
日 

利率

(％) 
借入金総額 

償
還
期
限 

当該年度 

償 還 額 

償 還 額 

累  計 
未償還額 

備 
 

考 

１ 

北
水
源 
外 

道
営
担
い
手 

日本政策 

金融公庫 

(100件) 

Ｈ12 

～ 

Ｒ 6 

0.0 

～ 

2.15 

1,083,354,000 

Ｒ 7.2 

～ 

Ｒ31.2 

21,467,522 223,740,690 838,145,788 

据
置
期
間
※
１ 

合   計   1,083,354,000  21,467,522 223,740,690 838,145,788  

据置期間※１ 据置期間が10年ある借入金の件数が60件、9年ある借入金の件数が2件、8年ある借入金の 

      件数が2件、7年ある借入金の件数が2件、6年ある借入金の件数が2件、1年ある借入金の件 

      数が32件である。 

  公庫資金等長期借入金に係る固定負債並びに流動負債の内訳               （単位：円） 

区   分 前期末残高 
本年度増減額 

当期末残高 
固定負債 

増加 (借入) 減少 (償還) （ 流動負債 ） 

 土地改良区管理施設の 
   負担に係る借入金 

257,173,706 150,341,000 11,123,190  
394,842,711  

(1,548,805) 

 組合員の農地等の 
   負担に係る借入金 

347,745,604 104,353,000 10,344,332 ａ 
432,660,116  
(9,094,156) 

計 604,919,310 254,694,000 21,467,522  
827,502,827  
(10,642,961) 

 ※ 翌事業年度に償還予定の額を、流動負債の借入金として外数で( )書きする。 

 

 

 



（２）その他の長期借入金 

  当事業年度末において貸借対照表に計上されているその他の長期借入金は、以下のとおり。 

                                           （単位：円） 

整
理
番
号 

事 

業 

名 

借入先 

借
入
年
月
日 

利率

(％) 
借入金総額 

償
還
期
限 

当該年度 

償 還 額 

償 還 額 

累  計 
未償還額 

備 
 

考 

１ 

深
川
北
南 

外 

道
営
地
域
水
田 

全 土 連 

(23件) 

Ｈ19 

～ 

Ｒ元 

0.0   993,407,360 

Ｒ 9.3 

～ 

Ｒ22.3 

44,035,339 529,647,115 463,760,245 

据
置
期
間
※
２ 

２ 

妹
背
牛
東 

外 

道
営
農
地
整
備 

きたそらち 

農 協 

(3件) 

Ｒ 4 

～ 

Ｒ 5 

0.7 

～ 

0.85 

   52,264,979 

Ｒ20.2 

～ 

Ｒ21.2 

 3,728,857  6,321,251  45,943,728 

据
置
期
間
な
し 

合   計   1,045,672,339  47,764,196 535,968,366 509,703,973  

据置期間※２ 据置期間が1年ある借入金の件数が20件、それ以外は据置期間を置いていない。 

 その他の長期借入金に係る固定負債並びに流動負債の内訳               （単位：円） 

区   分 前期末残高 
本年度増減額 

当期末残高 
固定負債 

増加 (借入) 減少 (償還) （ 流動負債 ） 

 土地改良区管理施設の 
   負担に係る借入金 

103,092,152 0 9,505,148  
83,913,006  

(9,673,998) 

 組合員の農地等の 
   負担に係る借入金 

454,376,017 0 38,259,048 ｂ 
379,706,713  
(36,410,256) 

計 557,468,169 0 47,764,196  
463,619,719  
(46,084,254) 

 ※ 翌事業年度に償還予定の額を、流動負債の借入金として外数で( )書きする。 

（３）公庫資金等長期借入金及びその他の長期借入金の償還方法 

  当該長期借入金の償還期限まで、毎年度、経常賦課金及び特別賦課金を償還資金に充当する予定である。 

 ※ 参考 

   公庫資金等長期借入金及びその他の長期借入金に係る固定負債並びに流動負債のうち、上記「組合員の 

  農地等の負担に係る借入金」（ａ＋ｂ）を除いた場合における貸借対照表の正味財産の値 

（単位：円） 

科    目 当 年 度 前 年 度 増 減 
 
 Ⅲ 正味財産の部 

   １ 指定正味財産 

     指定正味財産合計 

     （うち基本財産への充当額） 

     （うち特定資産への充当額） 

   ２ 一般正味財産 

          一般正味財産合計 

     （うち基本財産への充当額） 

     （うち特定資産への充当額） 

     正味財産合計 
 

 
 

 

16,864,760,191  

(0) 

(16,864,760,191) 

  

4,391,570,202  

(544,030,720) 

(3,716,025,211) 

21,256,330,393  
 

 
 

 

16,758,551,309  

(0) 

 (16,758,551,309) 

 

4,375,547,189  

(546,379,395) 

(3,698,500,312) 

21,134,098,498  
 

 
 

 

106,208,882  

(0) 

(106,208,882) 

 

16,023,013  

(△ 2,348,675) 

(17,524,899) 

122,231,895  
 

14 未収賦課金等の明細 

（単位：円） 

調
定 

年
度 

区   分 件数 期首残高 当期減少額 期末残高 
不納欠損 
引 当 金 

備 考 

会
計
年
度 

当 
 

該 

流
動
資
産 

経 常 賦 課 金 2件 - - 321,899 -  

       

       

当該会計年度合計 2件 - - 321,899 -  

令
和
５
年
度 

固 
 

定 
 

資 
 

産 

経 常 賦 課 金 4件 685,038 - 685,038 -  

償 還 賦 課 金 1件 3,477 - 3,477 -  

水田・畑作経営所得安定 
対策等支援事業賦課金 1件 18,000 - 18,000 -  

小   計 6件 706,515 - 706,515 -  

令
和
４
年
度 

経 常 賦 課 金 1件 181,570 - 181,570 -  

償 還 賦 課 金 1件 3,477 - 3,477 -  

水田・畑作経営所得安定 
対策等支援事業賦課金 1件 18,000 - 18,000 -  

小   計 3件 203,047 - 203,047 -  

過 年 度 合 計 9件 909,562 - 909,562 -  

 

15 引当金等の明細 

                                           （単位：円） 

科   目 期首残高 当期増加額 
当期減少額 

期末残高 
目的使用 そ の 他 

 
職員退職給付引当金 

役員退任慰労引当金 
 

122,784,793 

1,303,125 

7,383,738 

1,737,500 

21,560,492 

- 

- 

- 

108,608,039 

3,040,625 

合   計 124,087,918 9,121,238 21,560,492 - 111,648,664 

  ・職員退職給付引当金は、職員３名の退職に伴い対応している。 

 

16 その他 

  該当事項なし 

 

 


